


 
序  文 

 
アルゼンチン国イグアス地域は、南アメリカ大陸中南部に広がるパラナ密林（内陸大西

洋岸林）の南端に位置し、豊かな生物多様性を有する世界的に貴重な地域です。しかし近

年、農牧地の拡大、不適切な自然資源の利用、不十分な保護区管理等から森林面積が減少

し、生物多様性が消失しつつあります。またこの地域はブラジル、パラグアイと国境を接

していますが、これら 2 国側では急速な農牧地化のため、既に殆どの森林が消滅していま

す。これによりアルゼンチン側イグアス地域の森林は孤立し、そこに生息する様々な生物

相もその影響を受けています。 
このような状況の下、日本国政府は、アルゼンチン国政府からの技術協力の要請に基づ

き、平成 16 年 4 月から同国においてイグアス地域自然環境保全計画を開始しました。 
国際協力機構は、協力開始後 2 年目にあたり、本プロジェクトの進捗状況や現状を把握

し、中間評価を行うとともに、同国のプロジェクト関係者や派遣専門家に対して適切な助

言を行うために、平成 17 年 7 月 19 日から 8 月 7 日まで、当機構アルゼンチン事務所次長

佐藤保雄を団長とする中間評価調査団を派遣しました。 
本報告書は同調査団の調査結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクト検討に

あたって広く活用されることを願うものであります。ここに調査に当たられた団員各氏、

ご協力いただいた外務省、環境省、在アルゼンチン日本大使館等の関係各位に厚く御礼申

し上げます。 
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地球環境部長 富本 幾文 
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第1章 中間評価調査の概要 

 
1－1 調査派遣の経緯と目的 
 
世界自然遺産に認定されており、アルゼンチン（以下「ア」国）有数の観光地であるイ

グアス国立公園とその周辺地域には、世界で も貴重な生態系の一つ、パラナ密林（内陸

大西洋岸林）が広がっている。しかし農牧地の拡大、不適切な自然資源の利用、不十分な

保護区管理体制によって、その豊かな生物多様性は失われつつある。 
係る状況下、「イグアス地域自然環境保全計画」（以下、プロジェクト）は 2003 年 12 月

19 日に「ア」国政府と JICA の間で署名･交換された協議議事録（Record of the Discussions）
に基づき 2004 年 4 月に開始された。本計画はイグアス国立公園及び州立保護区の管理体制

の改善、特にグリーンコリドー（緑の回廊）における自然環境保全管理体制の強化に資す

る関係機関職員の能力向上を目標にしている。 
本中間評価調査団は、プロジェクト開始後 1 年 4 ヶ月(全体協力期間 3 年)を経過した中間

地点において、活動状況や投入実績の把握、JICA 事業評価ガイドラインに基づく評価 5 項

目評価、評価結果に基づいた提言を行うことを目的に派遣された。また、プロジェクト･デ

ザイン･マトリックス（PDM）及び活動計画（PO）の修正が必要と判断された場合には、適

宜修正を行うこととした。 
 
1－2 調査団及び合同評価委員会の構成 
 
日本側評価団（調査団） 
担当分野   氏名      現 職 
団長／総括 佐藤保雄  JICA アルゼンチン事務所 次長 
計画評価  伊藤将宏  JICA 地球環境部 第 1Ｇ 自然環境保全チーム 
評価分析  渡辺亜矢子 ㈱地域計画連合 国際部 主任研究員 
 
「ア」国側評価団 

Lic. Mario Francisco TOME 
Coordinator, Community and Local People Office, Nation Park Administration (Buenos 
Aires) 

Esteban ARZAMENDIA 
Provincial Ranger, Provincial Park Esmeralda, Biosphere Reserve of Yaboti Protected Area, 
Ministy of Ecology, Renewable Natural Resources and Tourism, Misiones Province 

Ing. Jorge Luis SMICHOVSKI 
Advisor to Andresito Municipality in Agriculture and Livestock Breeding,  Ministry of 
Agriculture and Production, Misiones Province 
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1－3 調査日程 
 

調査団 

 年月日 
団長/総括 

計画評価 

(伊藤) 

評価・分析 

(渡辺) 

宿泊 

1 7 月 19 日 火 

  移動 JL006 12:00 成田発→

11:30NY 着 

AA955 22:10NY 発→ 

 

移動 →09:50 ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ着 
2 7 月 20 日 水 

午後：JICA 事務所打合せ  

午後：JICA 事務所打合せ 

ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚ

ｽ 

3 7 月 21 日 木 

  移動 AR1724 10:35 ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ

発→12:20 ｲｸﾞｱｽ着 

午後：ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ専門家との打

合せ 

ﾌﾟｴﾙﾄｲｸﾞ

ｱｽ 

4 7 月 22 日 金 

  移動 ｲｸﾞｱｽ→ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ 

午前：ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ(専門家)  

午後：ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ(C/P) 

ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ

5 7 月 23 日 土   ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ(C/P) ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ

6 7 月 24 日 日  移動 JL048 19:10 成田発→ 移動 ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ→ﾎﾟｻｰﾀﾞｽ ﾎﾟｻｰﾀﾞｽ

 移動 →07:00 ｻﾝﾊﾟｳﾛ 

AR1241 11:00 ｻﾝﾊﾟｳﾛ→13:55

ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ 

ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ

(渡辺) 

7 7 月 25 日 月 

16:30 JICA 事務所打合せ 

17:00 日本大使館表敬訪問 

午前：ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ(ﾐｼｵﾈｽ州） 

移動 ﾎﾟｻｰﾀﾞｽ→ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ 

ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚ

ｽ(伊藤)

8 7 月 26 日 火 

 移動 AR1720 14:00 ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚ

ｽ発→15:40 ｲｸﾞｱｽ着 

午後：ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ(専門家) 

移動 ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ→ﾌﾟｴﾙﾄｲｸﾞｱｽ 

午後：ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ(専門家) 

ﾌﾟﾚﾙﾄｲｸﾞ

ｱｽ 

午前：ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ(国立公園局) 

移動 ﾌﾟｴﾙﾄｲｸﾞｱｽ発→ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ着 

9 7 月 27 日 水 

 

午後：合同評価会議 

  JPCM 手法説明 

  パイロットサイト視察 

  ﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ C/P) 

ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ

10 7 月 28 日 木  合同評価会議 ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ

11 7 月 29 日 金  中間評価レポート作成 ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ

12 7 月 30 日 土  PDM 改定案作成 ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ

13 7 月 31 日 日 
 中間評価レポート作成 

ｲｸﾞｱｽ国立公園視察 

ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ

14 8 月 1 日 月  合同評価会議 ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ
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ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ市長表敬訪問 

15 8 月 2 日 火  PDM 改定案作成 ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ

移動 R1724 10:35 ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚ

ｽ発→12:20 ｲｸﾞｱｽ着 

移動 ｲｸﾞｱｽ→ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ 

ミニッツ準備 

16 8 月 3 日 水 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ専門家との打合せ 

ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ

17 8 月 4 日 木 

10:00 合同調整委員会会議 

12:00 ミニッツ署名 

移動 ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ→ﾌﾟｴﾙﾄｲｸﾞｱｽ 

ｱﾝﾄﾞﾚｼｰﾄ

移動 AR1743 10:15 ｲｸﾞｱｽ発→12:05 ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ着 

15:00 日本大使館報告 
18 8 月 5 日 金 

 移動 RG8641 18:45 ﾌﾞｴﾉｽｱｲﾚｽ発→21:20 ｻﾝﾊﾟｳﾛ着 

JL047 23:55 ｻﾝﾊﾟｳﾛ発→ 

 

19 8 月 6 日 土  移動  

20 8 月 7 日 日  移動 JL047 →13:00 成田着  

 8 月 16 日  合同調整委員会（PDM、TOR の検討） ﾎﾟｻｰﾀﾞ

ｽ 

 8 月 31 日  合同調整委員会（PDM、TOR の検討） ﾌﾟｴﾙﾄｲ

ｸﾞｱｽ 

   ミニッツ署名（PDM 変更、関係機関 TOR 確定）  

 
 
1－4 主要面談者 
 
(1) ミシオネス州生態省 大 臣      Eng. Luis A. Jacobo 
(2) 国立公園局 理 事      Dr. Jose Ramon Guede Santos 
(3) イグアス国立公園管理事務所 所 長      Mr. Danial Alberto Crosta 
(4) アンドレシート市 市 長      Mr. Aldo Aap 
(4) 在アルゼンチン日本大使館 公 使      大部一秋 

二等書記官    城崎和義 
(5) JICA アルゼンチン事務所 所 長      高井正夫 

所 員      永田健 
ローカルスタッフ パトリシア山本 
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第2章 中間評価の方法 

 
2－1 評価設問と必要なデータ・評価指標 
 
本中間評価に際しては、事前に報告書等の文献及び既存 PDM をレビューした結果、下記

の数点が依然不明瞭であったため、これらの点につき、適切に実施されているか確認する

こととした。 

 
また、評価 5 項目に基づいて評価を行うため、各項目に関連する下記の諸点について情

報収集を行うこととした。 
- プロジェクト目標の達成見込み及びその促進／阻害要因 
- 成果の達成度 
- 日本側・「ア」国側双方による投入の量、質、タイミングの妥当性、C/P スタッフの定着

度など 
- 上位目標・プロジェクト目標と「ア」国、ミシオネス州、アンドレシート市の政策・方

針との整合性、対象地域におけるニーズ、他地域への適用可能性 
- プロジェクトの実施体制の適否及び運営状況 ＝ 組織的自立発展性の見込み 
- 他の協力形態との連携・協力、あるいは重複の状況 
- インパクト 
- 自立発展性の見通し（政策・制度面、組織面・財政面、技術面、社会・環境面） 
- 「ア」国側関係機関のオーナーシップ 
- 実施プロセスで発生している問題点・課題と解決策 

 
2－2 データ収集方法 
 
主な情報データ収集方法は、下記の通りである。 

- C/P 配置状況 
- 3 つの C/P 機関と JICA 専門家チームによるプロジェクト実施体制の現状 
- C/P のプロジェクト活動への関わり方 
- 各活動の実施者と対象者（例：地域住民を対象とするのか、C/P を直接対象者とする

のか、など。） 
- 各活動の具体的到達目標 
- 活動間のデマケーション（例：普及活動と環境教育活動など。） 
- 既存 PDM に設定されている各種指標のデータの入手可能性 
- C/P の能力向上度を測るための段階評価手法 
- エコツーリズム振興の展望と可能性 
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- 過去の調査報告書のレビュー 
- プロジェクトより提出された関連資料のレビュー 
- 日本人専門家へのインタビュー 
- 関係者（C/P を含む）への質問票調査及びインタビュー 
- イグアス国立公園局所長、ミシオネス州生態省大臣、アンドレシート市長へのインタビ

ュー 
- （補足的に）国立公園局本局（ブエノスアイレス）、ミシオネス州生態省レンジャー、

アンドレシート市技術顧問（農業分野）から成る「ア」国側評価団員からの情報提供 
- パイロットプロジェクトサイトの視察 

 
2－3 データ分析方法 
 

今回の中間評価においては、公的な統計数値（データ）に拠る指標が設定されてい

ないこと、また、関係する情報について信憑性の高いデータが蓄積されていないこと、

の 2 点の理由により、主に定性分析によるものとなった。 
 

1) これまでの実績など、既存文献に情報のある項目： 
まず、これら既存文献の情報を整理した。そして、 新の状況を把握し、また情報の

信憑性を高めるため、日本人専門家及び C/P に対するインタビューを行い、情報を補完

した。可能な限り 1 つの項目につき複数の情報源を設定するよう努めた。 
 

2) 既存文献に言及されていない項目： 
日本人専門家、C/P、関係機関（C/P 機関代表者）を対象とした質問票をそれぞれ作成

した。各質問項目は、それぞれ回答適任者と思われるグループの質問票に掲載するとと

もに、できる限り複数の質問票に盛り込んだ。C/P については、当初プロジェクトから

提示された関係者リストにおいて 21 名に上ったため（生態省大臣、長官など高官を含

む）、記述・配布式の質問票を作成し、回収・回答確認の上、必要に応じて更に詳細な

聞き取り調査を行うこととしたが、プロジェクト側の判断により 21 名全員には配布さ

れず、主要な関係者 5 名プラスα（3 名、計 8 名）の回答を得た。そして回答者 8 名の

うちから、主要関係者 5 名について詳細聞き取り調査を行った。また、選択式の質問項

目については、単純集計を行い全体の傾向を把握した。日本人専門家については、グル

ープインタビューを行った。関係機関については、主に政策面や予算措置に関して個別

インタビューを実施した。上記の全過程において共通して、情報提供に際しては、可能

な限り公的な文書や計画書などの提示を求め、情報の精度を確保するよう努めた。 
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第3章  プロジェクトの実績 

 
3－1 投入実績 
 
3－1－1 日本側投入実績 
1） 専門家派遣：延べ 8 名 16 回 

社会開発/ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏﾈｰｼﾞｬｰ 1 名 3 回 
保護区管理/業務調整  1 名 3 回 
環境教育   1 名 2 回 
参加型自然資源管理  1 名 2 回 
自然環境保全   1 名 2 回 
エコツーリズム  3 名 4 回 

2） 機材供与：18,224 千円 
車輌、パソコン、視聴覚機器、デジタルビデオカメラ、デジタルカメラ、事務用機器等 

3） CP 本邦研修：2 名 
自然環境保全 2 名（平成 16 年度） 

4） ローカルコスト負担：33,844 千円 
研修・ワークショップ開催費、自然環境調査費、パイロットサイト建設費、その他 

 
3－1－2 「ア」国側投入実績 
1） カウンターパート：4 名 

ミシオネス州生態省 1 名 
国立公園局  1 名 
アンドレシート市 2 名 

2） ローカルコスト負担：104 千ペソ 
アンドレシート事務所建設、カウンターパート出張旅費、パイロットサイト整備費等 

3） その他 
アンドレシート事務所敷地、パイロットサイト敷地等 
 

3－2 活動実績 
 

プロジェクトは、パイロット事業に関し 3 つの C/P 機関の合意形成に時間がかかり、

一時当初スケジュールに比べて遅れが生じていたが、中間評価時点までに遅れをほぼ取

り戻しており、全体的には計画通りの進捗を見ている。自然環境情報・データの共有に

ついては、対象地域の自然環境情報・データが収集・整理されている。今後は情報の充

実と担当者の配置、運用のしくみ作りなどを通じて進捗を加速していく予定である。環

境教育及び普及活動については、地域住民の代表であり、かつ地域において影響力の高

い教員を対象としたセミナーを実施し、少しずつではあるが参加者（教員）が生徒に対

し環境教育を行う事例が出てきている。その他、普及のためのパンフレット作り、ラジ
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オを通じたプロジェクトの紹介などが実施されている。今後は、環境教育、普及活動と

もにプログラム化・制度化を図っていく予定である。 
 

3－3 成果の達成状況 

 
3－3－1 総評 

成果については、概ね計画通りに進捗していることが確認された。プロジェクト期間

中の達成が見込まれると判断された。 
 

3－3－2 成果 1 

 
情報・データの共有及び有効活用については、プロジェクトの年間業務計画が作成さ

れ、同計画に基づいて活動が実施されている。プロジェクト前半期間においては、C/P
による業務監理（コーディネーション）、ローカルコンサルタントによる調査の実施と

いう体制で、対象地域における自然環境情報・データの収集が行われた。同プロセスは、

C/P にとっての業務訓練（OJT）として位置づけられている。収集情報・データは、自

然環境分野における基本的な項目 10 項目（植物、節足動物、両生類、爬虫類、鳥類、

哺乳類、土壌、気候、衛生画像（航空写真）、社会経済）をカバーしており、3 ポイント

×2 シーズン（6 シーズン・ポイント）分であり、プロジェクト終了時までには 10 シー

ズン・ポイント分に充実を図る予定である。これらの情報・データは、自然環境マニュ

アルとして整理され、コピー（約 30 部）による配布を行った。今後、インターネット

による共有を、予定している。3 つの C/P 機関職員を対象とし、本プロジェクトの概念

や内容を紹介し理解を深めるためのセミナー、WS については、これまでに 4 回実施さ

れている。同セミナー、WS には、一部環境 NGO も参加している。 
 
3－3－3 成果 2 

本プロジェクトで達成が期待される成果（既存 PDM に記載のもの） 
1. 関係機関間においてプロジェクト地域の自然環境情報及びデータが共有され、

自然環境管理に有効活用される。 
2. プロジェクト地域における住民及び観光客を対象とした自然環境保全の普及

啓発活動が促進され、環境教育プログラム及び教材が改善される。 
3. パイロット事業の実施を通じて、地域住民における自然資源の持続的利用の知

識及び経験が蓄積される。 

関係機関間においてプロジェクト地域の自然環境情報及びデータが共有され、自然

環境管理に有効活用される。 

プロジェクト地域における住民及び観光客を対象とした自然環境保全の普及啓発

活動が促進され、環境教育プログラム及び教材が改善される。 
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環境教育セミナーは、国立公園局及びミシオネス州生態省が主体となって、各 1 回ず

つ（計 2 回）実施している。参加者は、学校教員 82 名のほか、州立公園レンジャー、

国境警備隊レンジャーなど 10 名である。 
国立公園局及びミシオネス州生態省においては、それぞれ 1 つずつ環境教育プログラ

ムを有しているが、いずれも一般的なものであり、プロジェクト対象地域の特性や現状

を十分考慮した内容になっていない。既存のプログラムについては、本プロジェクトに

おいて改善提案を行っていく予定である。生態省のプログラムは、教育省の認可を受け

確立されたものであるため、改善提案が受け入れられるか否かは未定であるが、生態省

としても長期的には州内それぞれの地域特性を踏まえた環境教育プログラムを作成、実

施していく必要性を認識していることが確認されている。国立公園局は、本プロジェク

トの活動として実施した環境教育セミナーに際し、新たに地域特性を考慮したプログラ

ムを企画・作成しており、改善提案に対する柔軟な姿勢が期待できる。このほか、本プ

ロジェクトの企画による新規プログラムを作成中であり、あわせてガイドブック、視聴

覚教材など教材を作成する予定である。 
環境教育の指導者育成については、「指導者」の定義、資格要件が明確になっておら

ず、中間評価時点の状況の定量的な確認はできなかった。また、本プロジェクトではあ

くまでも C/P の能力向上を目指すものとし、必ずしも環境教育の「指導者」（自力で環

境教育を行えるレベルの者）の育成までを責任範囲とはしないことを確認した。 
 
3－3－4 成果 3 

 
パイロット事業の実施に関する計画書は、2005 年 3 月に作成済みである。ただし、同

計画書は、事業運営における各機関の役割や責任の所在、予算措置、収入の使途等につ

いて記載がないため、プロジェクト後半期間にこれらの点を明確にしていく予定である。

中間評価時点においては、パイロット事業は準備段階にあり、実施段階に至っていない

ことから参加機関数・参加者数により知識・経験の蓄積度合いを測ることはできなかっ

た。しかし、実施に向けてアンドレシート市では民間参加による観光協会設立の動きが

出てきており、同協会へはマテ茶工場（観光工場）、個人エコツーリズム業者、観光業

に関心を持っている人たち、地元ラジオ関係者などが参加している。データの蓄積は事

業の実施を待たねばならないが、必要なデータ項目はリストとして整理されている。ま

た、生態省は独自予算でコンサルタントを傭上し、パイロット事業地の活用方法につい

て調査を実施している。 
 
 
 
 
 

パイロット事業の実施を通じて、地域住民における自然資源の持続的利用の知識及

び経験が蓄積される。 
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3－4 プロジェクト目標の達成状況 
 
プロジェクト目標 

 
C/P の自然環境管理能力の向上度を測るために段階評価を行う旨が PDM に記載され

ているが、その手法が明確にされていなかった。そのため、中間評価時点において客観

的な段階評価を行うことは困難であり、各機関の C/P についての定性的な能力向上度評

価を行った。その結果、いずれの機関においても C/P は全体的に能力の向上をみている

ことがわかった。3 つの C/P 機関の調整と業務の実施を OJT で体験することにより、各

自の担当業務に必要な情報やデータを手にし、また業務監理能力が向上し、プロジェク

ト活動に対する意欲が高まっている。こうした経験から、C/P が独自で研修を企画・実

施する事例、また観光計画提案書を新たに作成する事例などが出てきている。 
なお、段階評価手法については、今回中間評価において提案を行い、あわせて評価フ

ォーム（案）を作成した。プロジェクトにおいては、中間評価終了後すぐに詳細な議論

を行い、必要に応じて修正を行った後、正式に採択手続きを取ることとしている。 
 

3－5 上位目標の達成状況 
 
上位目標 

 
既存 PDM に設定されている上位目標の指標は、いずれもプロジェクト終了時をベー

スラインとするものであるため、中間評価時点においてはベースラインが未定の状態で

ある。したがって、現状の把握と指標としての適切性を検討した。 
指標 1 の密漁・違法伐採など環境負荷要因については、生態省及び国立公園局は対象

地域においてモニタリングは実施しておらず、国境警備隊において対象地域近隣の 2
ヶ所の検問所で摘発を行っている。国境警備隊で没収された密漁品、違法伐採の樹木な

どは、すべて生態省に送られ、同省において記録・管理されるシステムとなっている。

しかし、このデータの信憑性に疑問が残ることと、国立公園局からこのデータの公表に

は問題あることが指摘されたため、同指標は見直しが必要と判断された。 
指標 2 の保護区内における指標種（例：ジャガー等）の確認については、主に経済状

況の悪化のため、定期的なモニタリングが行われていない。また、本プロジェクトは保

護区のバッファーゾーンを直接的な対象地域としており、保護区内の指標種確認と本プ

ロジェクトの直接的な関連を確認することは容易ではない。さらに、ジャガーに変わる

適切な指標種を検討したが、設定は困難であった。したがって、同指標は不適切である

と判断された。 

プロジェクト地域における国立公園局(APN)、州政府(MERNRyT)及びアンドレシー

ト市の職員の自然環境管理能力が向上する。 

イグアス国立公園及び州立保護区の管理が改善され、グリーン・コリドーにおける

自然環境保全が強化される。 
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指標 3 のエコツーリズムの件数については、プロジェクト終了時期にあわせてプロジ

ェクトが調査を実施し、ベースラインデータを取ることが可能である。一方、エコツー

リズムから得た収入については、データ取得が困難であること、また本プロジェクトと

収入の変化の関連を明らかにすることが容易ではないこと、の 2 点により指標の見直し

が必要と認識された。 
 
3－6 実施プロセスにおける特記事項 
 

プロジェクトの実施プロセスにおいては、実施機関体制の整備の必要性が強く認識さ

れた。本プロジェクトは 3 つの機関が C/P 機関として業務に携わっているが、各機関の

役割分担が明確化されていなかった。このため、意欲のある C/P 機関及び C/P も、その

活動が自らの役割か否かで常に迷いがあり、結果的に積極的に関与できずに過ごしてし

まうという状況を引き起こしていた。そして、プロジェクト活動の円滑な実施が損なわ

れる結果となっていた。そこで、今回の中間評価においては、プロジェクト実施の効率

性を高め、かつ自立発展性を確保するため、各機関の本来業務や専門性等を考慮し、そ

れらを 大限活かせるような形で、C/P 機関の TOR（案）を検討し提案した。 
 
第 2 の課題としては、C/P の増員である。中間評価に先立ちプロジェクト側から提出

された関係者リストには計 21 名が掲載されていたが、その多くが WG や JCC への参加

のみという極めて部分的な関与に過ぎなかった。比較的高い密度でプロジェクト業務に

携わっている人員は 4 名のみであった。必要業務量とのバランス、技術移転の効果及び

持続可能性を考えた場合、配置人員は不十分と判断されたが、この認識は日本側、「ア」

国側関係者ともに共通しているものであった。したがって、中間評価調査においては、

上記 C/P 機関の TOR（案）から、各機関がどのような分野から何人増員する必要があ

るかを検討し、提言を行った。 
 
第 3 の課題としては、日本人専門家と C/P 間のコミュニケーションである。本プロジ

ェクトは 3 つの C/P 機関がそれぞれ地理的に離れた場所にあり、開始当初には通信イン

フラの未整備といった制約も重なり、コミュニケーションが困難な時期があった。 近

はインフラ面の改善が進み、また定期的なミーティングの実施により改善に努めている

が、主にスケジュール管理の面において依然コミュニケーションが十分ではないことが

明らかとなった。その結果として、実施直前の連絡や、それに対応できない状況が生じ

ており、その も顕著な例は、本プロジェクトに対する「ア」国側の予算措置の遅れで

あった。中間評価団は、この点につき十分な対応がなされるよう提言を行った。 
 
「ア」国側関係機関の本プロジェクトに対するオーナーシップについては、近年意識

面における向上がみられ、本プロジェクトの成果を活かすため、周辺環境を整備する動

きがあることが確認された。例えば、国立公園局ではレンジャーの増員、地域協働のた

めの部署新設、3 機関協働のためのジャクイ事務所整備など、生態省ではパイロット事

業地への人員配置や優秀なレンジャーの C/P 配置、そして市役所については調整事務所
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の建設、車輌、資材の無料提供などのほか、エコツアー振興に向けての様々な活動提案

とその実現に向けての活動開始などがなされている。プロジェクト後半期間に向けての

予算措置、人員配置などについても積極的な姿勢を見せており、今後一層の向上が期待

できる。 
 

3－7 阻害・貢献要因の総合的検証 
 
3－7－1 計画要因に関するもの 
【促進要因】 
・ 特になし。 
【阻害要因】 
・ 言語障壁に対する配慮が不足していたこと。日系人アシスタントの雇用、専門家側の努

力等により状況は改善されてきている。 
 

3－7－2 実施のプロセスに関するもの 
【促進要因】 
・ 関係機関間の合意形成プロセスを重視し、丁寧に対応したこと。 
・ 通信インフラを整備したこと。 
【阻害要因】 
・ 活動実施スケジュールについて、日本人専門家側と「ア」国側の間で十分に共有されて

いなかったこと。特に「ア」国側にとっては予算措置や人員配置において、適切な対応

が図られない結果を生じた。 
・ C/P の数が少ないこと。移転された技術の自立発展性を確保することが難しくなってい

る。 
・ 関係機関間の役割分担が不明確であったこと。 
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第4章  評価結果 

 
評価 5 項目による評価結果は、以下のとおりである。 
 

4－1 評価結果総括 
 
本プロジェクトの評価結果において、妥当性は高いと判断された。有効性については、

各活動は目的達成に繋がっているが、 終的に達成するにはいくつかの問題点の改善が必

要であることが明らかとなった。効率性については、C/P の数が少ないこと、専門家と「ア」

国側のコミュニケーションが十分でなかったことが問題として指摘された。負のインパク

トはこれまでのところ確認されておらず、今後の可能性についても留意がなされている。

自立発展性は、C/P 増員と連携に向けての各機関の TOR を明確にすることにより一層の向

上が見込まれる。 
 
4－2 評価項目ごとの評価 
 
4－2－1 妥当性 
「ア」国は、生物多様性条約を始め関係各種国際条約を締結・批准しており、自然環境

の保全に力を入れている。特にイグアス国立公園は数ある国立公園の中でも重視されてお

り、公園内の自然環境保全を目的として、近年はバッファーゾーンマネジメントについて

も取り組みを始めている。ミシオネス州生態省及びアンドレシート市については、自然環

境の保全と観光資源としての活用を方針としており、両者のバランスの取れた振興を目指

している。この点において、本プロジェクトは対象地域の政策及びニーズと、国、州、市

の全てのレベルにおいて整合していることが確認された。 
一方、JICA の対「ア」国援助方針は 5 つの重点分野を設定しているが、「自然環境保全」

はその 1 つに挙げられており、JICA の方針との整合性も確保されている。支援の方法につ

いては、本プロジェクトは対象地域の自然環境の現状を的確に把握し、情報・データに基

づいた環境管理を、適切な役割分担に基づいて実施していくことを通し、C/P の能力向上と

関係機関間の協働のしくみを確立していくものである。こうしたアプローチは対象地域の

みならず、ミシオネス州グリーンコリドー北部地域において広く適用できるものであり、

適切であったと判断された。また、3 つの C/P 機関はそれぞれ国、州、市のレベルで自然環

境管理分野を管轄している行政機関であり、各機関の本来業務との関連性や組織としての

確立度から、適切な選定であったと評価された。 
 

4－2－2 有効性 
本プロジェクトは、全体的には概ね計画通りに進捗しており、実施されている各活動が

目標達成に繋がっていることが確認された。C/P の能力向上については、プロジェクト目標

の指標として設定されているが、C/P の能力向上度を測る手法及び目標値が明らかにされて

いないため定量的な評価が困難であり、今回の中間評価においては、C/P の能力に関する事
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例を収集することにより定性的な評価を行うに留まった。定性評価では、各 C/P は着実に

能力を向上させていると判断されたが、プロジェクト終了に向けて、どのような項目につ

いて、どのレベルまで向上することが必要なのかについて、C/P 自身を含む関係者間が共有

することが必要である。こうした現況は、間接的にではあるが本プロジェクトの有効性及

び効率性を減じることの一因になっていると考えられる。このほか、C/P の不足などの問題

点も明らかになったことから、プロジェクト終了時までのプロジェクト目標達成にはこれ

ら問題点の早期改善が必要であることが確認された。 
 
4－2－3 効率性 
日本側投入については、量、質、タイミングの面において概ね適切であることが確認さ

れたが、専門家と「ア」国側の間のコミュニケーションが十分でない場合があった。その

顕著な例は、パイロット事業等への「ア」国側予算措置の時期を逸し、2004 年度には「ア」

国側の十分な対応を引き出すことができなかったことである。一方、「ア」国側投入につい

ては質、タイミングにおいて概ね適切であったと判断された。プロジェクト事務所の建設

やパイロット事業地の提供（注：厳密には使用許可）、建設資材や車輌の無料提供などがな

され、プロジェクトの進捗に貢献した。ただし、C/P の数が不十分であり、そのため効率的

なプロジェクトの実施を阻害していることが明らかとなった。この点については、特に「ア」

国側より懸念が示され、改善の必要性が強調された。オーナーシップについては、プロジ

ェクト開始当初に比べて向上がみられた。 
 
4－2－4 インパクト 
これまでのところ、上位目標につながるようなインパクトは確認されていない。ただし、

主にパイロットプロジェクトの実施を通じて、自然環境を活用した観光振興に対し、地域

住民は関心を高めている。また、環境教育セミナーの受講者（教員）が自発的に環境教育

活動を始めた事例もみられ、間接的なインパクトが生じてきている。さらに、パイロット

事業地の建設を通じて、日本の建設業者との議論及び共同作業から、地元の建設事業者の

技術が向上され、同様の建築物を独力で建設できるようになっている。 
環境保全活動においては、経済活動の推進との間で利害が対立する場合が少なくないが、

本プロジェクトにおいては事前にその可能性を減じるため、パイロット事業を通じて環境

保護と対立しない経済活動のあり方を提案していく予定である。これまでのところ、本プ

ロジェクトのこうした意図は地域住民の理解促進と意識向上という形で効果を発揮しつつ

あり、マイナスのインパクトは生じていない。将来的に生じる可能性も少ないと思われる。 
 
4－2－5 自立発展性 
政策面及び制度面における自立発展性については、本プロジェクトの実施につき「ア」国

側関係機関より支援が得られており、また、グリーンコリドー地域については、その自然

環境保全が法的に定められている。こうしたことから、プロジェクト終了後も引き続き、

活動への支援は期待できる。 
組織・財政面については、各 C/P 機関は安定的な人員配置と予算措置がなされており、そ

れぞれ組織的に確立されたものである。また、プロジェクト前半期間には、例えば土地の
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提供や建物の建設、樹木伐採の許可手続きなどの業務は迅速に実施されており、これらの

ことから各機関独自の業務遂行能力は高いと思われる。ただし、3 機関の連携による業務の

実施については、しくみの構築・確立と能力向上が依然必要な状況であり、プロジェクト

後半期間における対応が必要である。また、本プロジェクトの実施・運営、予算措置など

における役割分担が明確に定められておらず、早急な TOR の明確化と予算措置を含む役割

分担の明確化の必要性が確認された。 
技術面については、本プロジェクトを通じて移転されるバッファーゾーンマネジメントの

考え方及び手法は、特定の地域特性に依拠するものではなく、基本的に適用地域を選ばな

い性質のものである。したがって、本プロジェクトの対象地域のみでなく、「ア」国の他の

地域、特にミシオネス州のグリーンコリドー北部地域では広く適用が可能と考えられる。

技術的自立発展性を確保するためには、既に一部存在している C/P 機関内における知識･技

術移転のしくみを改善・確立することが必要である。また、本プロジェクトの C/P 増員に

際しては、プロジェクトが必要としている分野の業務を本来業務としている部署から適任

者を配置する必要がある。さらに、活動の実施に際しても、各 C/P 機関の TOR と責任の所

在を明らかにし実施体制を確立することで、C/P がこれまで以上に積極的に活動に携わるこ

とができる状況を整える必要が確認された。こうした措置が早急になされることにより、

C/P を通じた各機関内部への普及及びより効率的・効果的な技術・知識の移転が可能となる

と期待できる。 
社会・環境面については、プロジェクト活動の中で十分に配慮が行われている。環境保全

と経済活動との間の利害対立については、その可能性を減じるべく、環境保全と対立しな

い経済活動のあり方を提案していく予定である。パイロット事業の実施には、こうした意

図が含まれており、プロジェクトデザインの段階から特別な配慮がなされている。これま

でのところ、社会・環境面の自立発展性を減じるマイナスの要因は生じていない。 
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第5章  提言と今後の方向性 

 
5－1 提言及び今後の方向性 
 
5－1－1 プロジェクト運営体制について 
1） 関係機関の役割の明確化 

3 機関とも活動への積極的参加の意向はあるものの、各機関のプロジェクト内の役割が不

明確であり「ア」国側のインプット（主体的な取り組み、充分な C/P と予算の配置等）を

引き出せていない状況にあった。そのため調査団は早急に各機関の役割の明確化が必要と

判断し、機関ごとの TOR 案を作成しプロジェクト側へ提案した。作成にあたっては、各機

関の有する専門性、キャパシティを考慮した。 
 

2） C/P の役割と責任の明確化 
上記 1）の通り各機関の役割が明確にされていないことから、各 C/P の役割と責任も不明

瞭であり、C/P の積極的且つ責任ある活動の展開を制限していた。調査団は今後のより効率

的な技術移転を促すためには、C/P の所属機関およびプロジェクトでの役割を考慮した上で、

役割と責任の明確化を行う必要があると判断し、「ア」国側に早急に対応するよう求めた。

また、成果ごとの責任者を上記 1）に従い任命することが望ましいとした。 
 
3） 実施体制の強化 
プロジェクト活動が日々の活動に集中するあまり、「ア」国側実施体制整備の点において

いまだ不十分な状態にあった。これは、両国側の意識が不足していたことに加え、各機関

の事務所が地理的に離れていること、通信インフラが未整備であることなどがその原因と

して確認された。今後の活動の効率的な実施およびその持続性を高めるには体制整備が不

可欠であることから、調査団は、現場レベルでの技術移転とともに関係 3 機関での実施体

制の強化を今後重点的に行うようプロジェクトに求めた。 
 

4） 成果の統合 
プロジェクトは 1．情報収集と共有、2．環境教育、3．パイロット事業から構成されてお

り、これらの活動を互いに関連させることでより効果的な成果につながると考えられる。

そのため、活動レベルで成果の共有が出来るような体制を整備するよう求めた。 
 

5－1－2 カウンターパートについて 
1） 増員について 

C/P として挙げられている職員は 21 名であるが、日常的に業務に従事し技術移転の対象

となっている C/P は 4 名のみである。活動の効率的な実施およびその持続性を高めるため

には C/P の増員が不可欠と判断された。調査団はプロジェクト活動内容と対象地域におけ

る各機関の役割を考慮した具体的な C/P の追加投入案を提示し、「ア」国側に対し早急に増

員を行うよう求めた。 
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2） カウンターパートの配置換えについて 
技術移転を行った C/P が配属先の都合から、プロジェクトから外れるケースが 1 件あっ

た。プロジェクト協力期間は 3 年と限られており、プロジェクト成果達成には効率的な技

術移転とその定着が不可欠である。今後は可能な限り C/P の配置換えを行わないよう関係 3
機関に求めた。 
 
5－1－3 ローカルコスト負担について 
各機関の活動の役割が不明確なため、コスト負担の点においても分担が不明確であり

「ア」国側から予算投入が十分に行われていなかった。今後活動の分担を明確にする（提

言 5－1－1 1））とともにコストについても分担を行い、活動の持続性を高めるよう提言し

た。 
 

5－1－4 2 国間の連携について 
今回の調査では「ア」国側より日本人専門家とのコミュニケーションに問題があること

が指摘された。プロジェクトは定期的に合同調整委員会およびワーキンググループ等の会

議を開催し、プロジェクト進捗の確認および活動計画の確認を行っているが、今後はより

頻繁に会議を開催し目的達成のための課題について共通認識を深めるよう求めた。具体的

には、月 2 回の内部会議開催を提案した。 
 
5－2 改訂版 PDM 
 
 評価の実施過程及び結果において、既存のPDMには不明瞭な点、或いは不適切な点がい

くつかあることが明らかとなった。また、各種指標については、プロジェクト終了時まで

に達成が望まれる目標レベルが明確に設定されておらず、今回中間評価において定量的な

評価ができないケースもあった。また、プロジェクト実施を通じて、更に追加が必要な活

動、或いは必要性が低いことが判明した活動などがないか確認をした。 
 こうしたことを踏まえ、中間評価団はPDMの改定（案）（添付資料1 協議議事録（M/M）

のANNEX4 Revised PDMを参照のこと）を作成し、プロジェクトに対して提案した。主な

変更点は、以下のとおりである（詳細については、添付資料1 協議議事録（M/M）のANNEX5 
Details of Modification in PDMを参照のこと）。プロジェクトは、本改定（案）に基づき、関

係者で十分に検討した上で必要ならば修正して、早急に改訂版PDMを採択することとした。 
 
(1) 成果 

成果は、プロジェクト目標達成のために必要な、望ましい状態を表すものであるが、

既存 PDM においては、成果 1 及び成果 2 はプロジェクト目標が達成された後に生じる

ことが期待される状態を記述するものとなっており、PDM の論理にねじれが生じてい

た。そこで、両成果の表現を適切なものに変更した。成果 3 については、知識や経験を

蓄積する対象者についての記述が不明確であったことから、明確になるよう表現を変更

した。 
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(2) 活動 
いくつかの活動については、活動内容が不明瞭なものや、実施者や対象者が不明確な

ものがあったため、これらの点が明確になるよう表現を変更した。活動の過不足につい

ては、「ア」国側、日本側ともに関係者から追加或いは削除を求める意見は出なかった

ことから、大幅な変更は行わなかった。 
 

(3) 成果の達成度を測る指標 
成果の文案修正に伴い指標の見直しを行い、不適切と思われるものを削除するととも

に、重複しているものについては一つにまとめた。更に、必要に応じて新しい指標を追

加した。また、既存の指標も含め、目標値を設定すべきものについては具体的な数値を

盛り込み、プロジェクトの到達目標を明確化した。 
 

(4) プロジェクト目標の達成度を測る指標 
プロジェクト目標の指標である「C/P の自然環境管理能力の向上度」については、具

体的にどのような能力を対象（対象 6 項目1）とするのか、またその向上度をどのよう

な手法で測るのかが明確にされていなかった。今回中間評価において、評価用フォーム

が作成され、同フォームを用いてどのように評価作業を行うかを検討した。同評価用フ

ォームは全 C/P に共通のものを用いることとし、各 C/P につき 1 シート作成されること

になる。そして、2 通りの評価に利用することとした。1 つめは、C/P の個人評価である。

これについては、C/P ごとにその本来業務や 3 機関の連携事業において果たすべき役割、

及びプロジェクト開始当初における能力レベルを考慮し、それぞれの対象項目に関する

各自の目標レベルを設定する。そして、プロジェクト終了時点においてその目標レベル

に到達しているか否かを見ることとする。レベル設定は、「日本人専門家の補助・助言

の必要性」の高低をもって 5 段階に分けて評価する。2 つめの評価方法は、C/P 全体の

能力向上度をみるものである。各対象項目につき、少なくとも 2 名の C/P が日本人専門

家の支援なしで実施できるレベルに到達しているか否かをみることにより、C/P 全体と

して技術的に自立発展できるレベルに到達していることを確認するものとする。この 2
つめの評価方法に関する指標は既存 PDM に記載されていなかったことから、新たに追

加した。 
 

(5) 上位目標の達成度を測る指標 
既存 PDM に設定されていた指標のデータにつき、入手可能性を検討し、入手が困難

なものや本プロジェクトとの関連が低いものを削除した。また、本プロジェクトの上位

目標達成への貢献を測れるよう、新たに指標を設定した。 
 

(6) 外部条件 
既存 PDM に設定されていた外部条件の中には、時間設定や記載すべき欄の設定が

                                            
1 自然環境管理に関する 6 つの項目は、以下のとおりである：1）情報・データの収集・配布能力、2）関

係機関との調整能力、3）環境教育及び普及プログラムの作成能力、4）環境教育及び普及材料の作成能力、

5）環境教育及び普及プログラムの実施能力、6）自然資源の持続的活用能力。 
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不適切なものが見受けられたことから、これらの修正を行った。 
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第6章  中間評価調査後の対応 

 
6－1 PDM改訂版、TORの確定 
 
調査団帰国後直ちに、中間評価調査時に提出した PDM 改訂版（案）及び機関ごとの TOR

（案）確定作業を合同調整委員会にて行った。同会議は 8 月 16 日及び 31 日に、「ア」国側

3 機関及びプロジェクトチーム、JICA 事務所が参加して行われた。この会議により作成さ

れた案は、本部担当部で再度検討を行い 終版を作成した。一連の作業による PDM 変更内

容詳細は以下の通りである。これらの内容はミニッツにまとめられ、現地にて署名されて

いる。 
 

PDMの修正点（詳細） 
 修正前（ｵﾘｼﾞﾅﾙ PDM） 修正後（改定 PDM） 改定の理由 
プロジェクトの要約 
上位目標 イグアス国立公園及び州立

保護区の管理が改善され、グ

リーン・コリドーにおける自

然環境保全が強化される。 

イグアス国立公園及び州立

保護区の管理とその利用が

改善され、グリーン・コリド

ーにおける自然環境保全が

強化される。 

当初より「ア」国側には対象

地域の管理と利用の概念が

あったことから、それを共通

認識とするため「利用」を追

記した。 
成果 1 関係機関間においてプロジ

ェクト地域の自然環境情報

及びデータが共有され、自然

環境管理に有効活用される。

関係機関間においてプロジ

ェクト地域の自然環境情報

及びデータが活用可能な形

で整理・共有される。 

“有効活用”されるには、

「C/P 機関職員の能力向上」

が必要であり、プロジェクト

目標との関係性が逆転して

いるため。 
成果 2 プロジェクト地域における

住民及び観光客を対象とし

た自然環境保全の普及啓発

活動が促進され、環境教育プ

ログラム及び教材が改善さ

れる。 

住民及び観光客を対象とし

た自然環境保全のための普

及プログラム及び環境教育

プログラムに関する実施能

力が向上する。 

“普及啓発活動が促進さ

れ”、“環境教育プログラム及

び教材が改善される”ために

は「C/P 機関職員の能力向上」

が必要であり、プロジェクト

目標との関係性が逆転して

いるため。 
成果 3 パイロット事業の実施を通

じて、地域住民における自然

資源の持続的利用の知識及

び経験が蓄積される。 

パイロット事業の実施を通

じて、自然資源の持続的利用

の知識及び経験が蓄積され

る。 

“知識及び経験が蓄積され

る”主体が不明瞭であったた

め、本プロジェクトにおいて

は、同主体は地域住民ではな

く C/P であることを明確に

するため。 
活動 2-1 地域コミュニティー及び観

光客を対象に、普及材料を作

成するための研修を行う。 

地域コミュニティー及び観

光客向け普及材料を作成す

る。 

プロジェクトの活動として

は研修のみではなく、実際に

普及材料を作成する予定で

あるため。 
活動 2-3 環境教育プログラムを計画

するための研修を行う。 
環境教育プログラムを計画

する。 
プロジェクトの活動として

は研修のみではなく、実際に

プログラムを計画する予定

であるため。 
活動 2-4 環境教育の教材を作成する

ための研修を行う。 
環境教育の教材を作成する。 プロジェクトの活動として

は研修のみではなく、実際に

教材を作成する予定である

ため。 
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活動 3-4 パイロット事業の実施を通

じて知識及び経験を蓄積し、

民間の活動に利用する。 

パイロット事業の実施を通

じて蓄積された情報・成果品

を民間に普及する 

民間の活動に利用されるか

否かは、外部条件による部分

が多いため。 
指標 
上位目標の

指標 1 
環境負荷要因（密猟・違法伐

採の回数等）が、プロジェク

ト終了時をベースラインと

して5年後に減少している。

（削除） 正確なデータが入手できる

可能性が低いため。国立公園

局はデータの公表は困難と

表明。 
上位目標の

指標 1 
（記載なし） 森林面積とその連続性が 5 年

後に維持されている。 
森林保全状況を測る 適な

指標であり、データ入手が可

能と判明したため。 
上位目標の

指標 2 
保護区内において指標種

（例：ジャガー等）がプロジ

ェクト終了時点から 5 年間は

確認できる。 

（削除） 上位目標に関する変化を測

るには不適切であり、また、

適切な指標種を設定するこ

とが難しいため。 
上位目標の

指標 3→2 
持続的に自然資源を活用し

た経済活動（アグロ･エコ･ツ

ーリズム等）件数や収入が、

プロジェクト終了時をベー

スラインとして 5 年後に増加

している。 

持続的に自然資源を活用し

た経済活動（エコ･ツーリズ

ム等）件数が、プロジェクト

終了時をベースラインとし

て 5 年後に増加している。 

収入に関するデータを収集

するのが困難であり、実現性

が低いため、収入を削除し

た。 
また、農業に限定しないとい

う意味で、“アグロエコツー

リズム”を“エコツーリズム”

とした。 
指標 3 （記載なし） 自然環境情報収集のための

調査の実施と情報・データの

更新が行われている。 

蓄積された情報・データの更

新は、自然環境保全を強化す

るには必須であるため、追加

した。 
指標 4 （記載なし） 上記調査結果に基づいた自

然環境保全活動（普及啓発、

環境教育、エコツーリズムな

ど）が継続されて行われてい

る。 

蓄積された情報・データが自

然環境保全活動に活用され

ることが、自然環境保全を強

化するには必須であるため、

追加した。 
プロジェク

ト目標の指

標 1 

APN 職員の自然環境管理能

力度2（段階評価－特に成果

１）  

自然環境管理に関する 6 項目
2 に関し、各項目に 低 2 名

が専門家の支援なしに実施

できるようになる。 

以下に続く 3 つの指標は、い

ずれも C/P 個人の能力向上

度を測るものである。個人の

技術力向上とともに、7 つの

各項目につき JICA 専門家の

支援がなくても実施できる

レベルに達している人材が

育成されていることが必要

であるため。 
指標 2 MERNRyT 職員の自然環境管

理能力度（段階評価－特に成

果１，２） 

（指標 1→）APN 職員の自然

環境管理能力度 2（段階評価

－特に成果１） 
指標 3 アンドレシート市職員の自

然環境管理能力度（段階評価

－特に成果３） 

（指標 2→）MERNRyT 職員

の自然環境管理能力度（段階

評価－特に成果１，２） 

指標 1 に新たな指標を設定

したため、オリジナル PDM
における指標番号を変更し

た。 
また、これら指標については

評価手法が未定であったが、

                                            
2自然環境管理に関する 6 つの項目は、以下のとおりである：1）情報・データの収集・配布能力、2）関係

機関との調整能力、3）環境教育及び普及プログラムの作成能力、4）環境教育及び普及材料の作成能力、5）
環境教育及び普及プログラムの実施能力、6）自然資源の持続的活用能力。 
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指標 4 （記載なし） （指標 3→）アンドレシート

市職員の自然環境管理能力

度（段階評価－特に成果３）

評価に用いるフォーマット

を作成し、7 つの各項目につ

き C/P 個々人がプロジェク

ト開始当初と比較した場合

の能力向上の度合いを測る

ものとした。C/P 個々人によ

り求められる能力は異なる

ことから、各 C/P 用フォーマ

ットにはベースラインと共

に、各項目に関する目標レベ

ルを設定しておき、終了時に

は同目標レベルと比較する

ことにより、評価を行うこと

とした。 
成果の指標
1-1 

実施機関が合同で作成した

計画書 
プロジェクト終了後の運営

計画書（責任の所在、機関間

の業務役割分担などを含む

もの） 

成果 1 で整理・共有された情

報・データが適切に活用され

るためには、プロジェクト終

了後にも適用できる管理・運

営体制を整備しておく必要

があるため。 
1-2 実施機関により整理された

情報の項目数・量 
（削除） オリジナル PDM の指標 1-4

と内容的に同じになるため。

1-3 連携事業（セミナー、ワーク

ショップ）の開催数・参加機

関数・参加者数 

連携事業（セミナー、ワーク

ショップ）の開催数（12 回）・

参加者数（50 人）（→指標 1-2）

目標値を設定した。 
また、オリジナル PDM の指

標 1-2 が削除されたため、指

標番号を変更した。 
1-4 実施機関で共有された情報

の項目数・量 
実施機関で共有された情報

の項目数（10 項目+リスト）・

量（10 シーズン／ポイント）

（→指標 1-3） 

（同上） 

2-1 改善及び作成されたプログ

ラムの数・質 
改善及び作成された普及・環

境教育プログラムの数（普及

2 種類、環境教育 3 種類）・質

目標値を設定した。 
成果 2 の活動には、普及啓発

と環境教育の 2 種類のプロ

グラム作成が含まれている

ため、普及プログラムを明記

した。 
2-2 改善及び作成された教材の

数・質 
改善及び作成された普及・環

境教育教材の数（普及 12 種

類、環境教育教材 2 種類）・

質 

（同上） 

2-3 普及および環境教育の指導

者数 
普及活動・環境教育プログラ

ムの実績（実施回数、参加者

など） 
うち、 

2.3.1 C/Pによる企画実績 
2.3.2 C/P による実施実績 

2-4 普及および環境教育の実施

回数 
（記載なし。） 

2-5 普及および環境教育への参

加者数 
（記載なし） 

「指導者」を輩出するために

は、外部条件によるところが

大きいため、削除した。 
オリジナル 2-4 及び 2-5 をま

とめた。 
C/P の企画実施能力の向上を

評価するため、指標を細項目

に分け詳細化した。 

3-1 パイロット事業計画書 エコツーリズム推進計画

（案）（プロジェクト終了後

の責任の所在、機関間の業務

役割分担、民間対応の方法、

現地で有効な事業案（モデ

自然資源の持続的利用の知

識・経験が蓄積され活用され

ていくためには、プロジェク

ト終了後にも適用できる管

理・運営のしくみが確立され
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ル）などを含むもの） ている必要があるため。 
3-2 パイロット事業への参加機

関数・参加者数 
パイロット事業への参加機

関数（3 カテゴリー・8 機関）・

参加者数（90 人） 

目標値を設定した。 

3-3 パイロット事業により得ら

れたデータ項目数・量 
パイロット事業により得ら

れたデータ項目数（6 項目）

（同上） 

外部条件 
上位目標の

外部条件 
 実施機関及びその上位機

関の環境政策が持続され

ること。 
 職員が修得した技術は、

他の職員、地域住民へと

伝播していくこと。 

 実施機関及びその上位機

関の環境政策が持続され

ること。 
 

2 つめの「技術の伝播」につ

いては、プロジェクト目標が

達成された後に、上位目標に

向けて必要な外部条件であ

るため、記載場所を移動し

た。 
プロジェク

ト目標の外

部条件（プ

ロジェクト

目標達成→

上位目標） 

 プロジェクト期間中、実

施機関の組織体制が維

持されること。 
 プロジェクト期間中、カ

ウンターパートが業務

を継続する。交替する場

合は、業務が的確に引き

継がれる。 

 実施機関の組織体制が

維持されること。 
 カウンターパートが業

務を継続する。交替する

場合は、業務が的確に引

き継がれる。 
 職員が修得した技術は、

他の職員、地域住民へと

伝播していくこと。 

（同上） 
オリジナルの 2 つの指標は、

いずれもプロジェクト期間

中を対象期間と設定してい

るが、ここはプロジェクトが

終了した後に必要な条件を

記載する場所であるため、期

間設定を修正した。 
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1.協議議事録（M／M）（中間評価調査時 2005 年 8 月 4 日付） 
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3.評価グリッド（和文） 
4.C/P アンケート結果まとめ 
5.協議議事録（M／M）（2005 年 12 月 22 日付） 
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